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ねらい
○放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の目的について理解している。
○放課後児童健全育成事業の役割について理解している。
○放課後児童健全育成事業に関する法律、政省令及び通知等について理解している。

主な内容
○放課後児童健全育成事業の目的及び役割
○放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の内容
○放課後児童クラブ運営指針の内容
○放課後児童支援員認定資格研修事業の内容



1. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
現状

2. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
目的及び役割

3. 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準の内容

4. 放課後児童クラブ運営指針

5. 放課後児童支援員認定資格研修の目的と方法





放課後児童クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移
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Sheet1

		放課後児童クラブ数・児童数の推移 ホウカゴジドウスウジドウスウスイイ

				H10年 ネン		11年 ネン		H12年 ネン		13年 ネン		14年 ネン		15年 ネン		16年 ネン		17年 ネン		18年 ネン		19年 ネン		20年 ネン		21年 ネン		22年 ネン		23年 ネン		24年 ネン		25年 ネン		26年 ネン		27年 ネン		28年 ネン		29年 ネン		30年 ネン		R元年 ガンネン		R2年 ネン

		クラブ数		9,729		10,201		10,994		11,803		12,782		13,698		14,457		15,184		15,857		16,685		17,583		18,479		19,946		20,561		21,085		21,482		22,084		22,608		23,619		24,573		25,328		25,881		26,625

		登録児童数 トウロク		348543		355,176		392,893		452,135		502,041		540,595		593,764		654,823		704,982		749,478		794,922		807,857		814,439		833,038		851,949		889,205		936,452		1,024,635		1,093,085		1,171,162		1,234,366		1,299,307		1,311,008

		利用できなかった児童数（待機児童数） リヨウジドウスウ										5,851		6,180		9,400		11,360		12,189		14,029		13,096		11,438		8,021		7,408		7,521		8,689		9,945		16,941		17,203		17,170		17,279		18,261		15,995







放課後児童クラブの設置運営【令和２年７月１日現在】

・公立公営（約30％）

・公立民営（約48％）

・民立民営（約22％）

社会福祉法人 13.8％
ＮＰＯ法人 6.9％
運営委員会・保護者会 12.7％
その他 14.5％

社会福祉法人 6.9％
ＮＰＯ法人 3.7％
運営委員会・保護者会 5.5％
その他 5.6％

公立公営

8,103か所
（30.4%）

公立民営

12,747か所
（47.9%）

民立民営

5,775か所
（21.7%）



放課後児童クラブの設置場所
【令和２年７月１日現在】

・学校余裕教室と敷地内で約54％
学校余裕教室

7,623か所
（28.6%）

学校敷地内

6,652か所
（25.0%）

児童館

2,473か所
（9.3%）

公的施設等

3,560か所
（13.4%）

その他

6,317か所
（23.7%）



学年別登録児童数
【令和２年７月１日現在】

・低学年
（小学１～３年生）が約80％

小学1年生

41.4万人
（31.6%）

小学2年生

36.2万人
（27.6%）

小学3年生

27.9万人
（21.3%）

小学4年生

14.9万人
（11.4%）

小学5年生

7.1万人
（5.4%）

小学6年生

3.6万人
（2.8%）



登録児童数の規模別の状況
【令和２年７月１日現在】

・「支援の単位」は集団の
規模を示すものであり、
児童の放課後児童クラブ
での活動は、この支援の
単位を基本として行う。

・40人までの支援の単位が
全体の約64％

10人以下

893支援の単位
（2.6%）

11人～20人

2,798支援の単位
（8.1%）

21人～30人

7,276支援の単位
（21.0%）

31人～40人

11,090支援の単位
（32.1%）

41人～50人

7,085支援の単位
（20.5%）

51人～60人

2,932支援の単位
（8.5%）

61人～70人

1,276支援の単位
（3.7%）

71人以上

1,227支援の単位
（3.5%）



利用できなかった児童の学年別状況
【令和２年７月１日】

・高学年
（小学４～６年生）が53％

小学1年生

1,982人
（12.4%）

小学2年生

1,904人
（11.9%）

小学3年生

3,648人
（22.8%）

小学4年生

4,632人
（29.0%）

小学5年生

2,714人
（17.0%）

小学6年生

1,115人
（7.0%）



・放課後児童健全育成事業実施状況調査
（厚生労働省子育て支援課）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_
kosodate/kosodate/



令和３年度「放課後児童支援員認定資格研修及び子育て支援員研修の
受講促進のための映像教材の作成・周知一式」事業で制作しました。
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1. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
現状

2. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
目的及び役割

3. 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準の内容

4. 放課後児童クラブ運営指針

5. 放課後児童支援員認定資格研修の目的と方法





放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の法的根拠
○児童福祉法（昭和22年法律第164号） 第６条の３第２項
「この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学している
児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、
授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び
生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう」

・小学校に就学している＝特別支援学校小学部を含む
・労働等＝保護者の疾病や介護・看護、障害を含む
・授業の終了後＝学校休業日を含む
・児童厚生施設等＝児童福祉法第40条に規定される児童館等



○社会福祉法（昭和26年法律第45号）における第二種社会福祉事業
○子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条第1項第５号

地域子ども・子育て支援事業
市町村が地域のニーズ調査等に基づき、
量の見込みや提供体制等の確保等について
市町村「子ども・子育て支援事業計画」に盛り込み、実施する。

○放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準
（平成26年厚生労働省令第63号）

○放課後児童クラブ運営指針
（平成27年3月31日雇児発0331第34号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）



放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の目的

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準
第５条第１項
「放課後児童健全育成事業における支援は、小学校に就学している
児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに
つき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊び
や生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の
向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、もって当該児童の健全な
育成を図ることを目的として行われなければならない。」



・厚生労働省（2021）『改訂版放課後児童クラブ運営
指針解説書』フレーベル館

・放課後児童支援員認定資格研修教材編集委員会
（2020）『放課後児童支援員都道府県認定資格研修
教材（第2版）』中央法規



令和３年度「放課後児童支援員認定資格研修及び子育て支援員研修の
受講促進のための映像教材の作成・周知一式」事業で制作しました。
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1. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
現状

2. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
目的及び役割

3. 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準の内容

4. 放課後児童クラブ運営指針

5. 放課後児童支援員認定資格研修の目的と方法





放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準と市町村条例
放課後児童クラブの質を確保する観点から、子ども・子育て関連３法による児童福祉法の
改正により、放課後児童クラブの設備及び運営について、省令で定める基準を踏まえ、
市町村が条例で基準を定めることとなった。

児童福祉法 第３４条８の２

市町村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、条例で基準を定めなけ
ればならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達
のために必要な水準を確保するものでなければならない。
② 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、厚生労働省令で定める基準を参酌する
ものとする。

③ 放課後児童健全育成事業を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準



「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」
（平成26年厚生労働省令第63号）

＊社会保障審議会児童部会放課後児童クラブの基準に関する専門委員会にて検討

【趣旨（第１条）】
・市町村が条例を定めるに当たっての参酌すべき基準
・利用児童が心身ともに健やかに育成されることを保障
・厚生労働大臣は、設備運営基準を常に向上させるように努める

【用語の定義】
・放課後児童健全育成事業者…放課後児童クラブを行う者（運営団体等）
・放課後児童健全育成事業所…放課後児童クラブ（場所）



【主な基準】

○ 専用区画（遊び・生活の場としての機能、静養するための機能を備えた部屋又は
スペース）等を設置

○ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね1.65㎡以上

設備（第９条）

○ 原則1年につき250日以上
○ 土、日、長期休業期間等（小学校の授業の休業日）

→原則１日につき８時間以上
○ 平日（小学校授業の休業日以外の日）

→原則１日につき３時間以上
※ その地方における保護者や学校の状況等を考慮して事業を行う者が定める

開所日数/時間（第18条）



その他、非常災害対策、児童を平等に取り扱う原則、虐待等の禁止、衛生管理等、
運営規程、帳簿の整備、秘密保持等、苦情への対応、保護者との連絡など

○ 放課後児童支援員（※）を、支援の単位ごとに２人以上配置（うち１人を除き、補助
員の代替可）

※保育士、社会福祉士等であって、都道府県知事、指定都市市長又は中核市市長が行う放課後児童
支援員認定資格研修を修了した者

職員（第１０条）

○ 一つの「支援の単位」を構成する児童の数（集団の規模）は、おおむね40人以下

児童の集団の規模（第１０条）

参考：放課後児童クラブ数 26,625か所
支援の単位 34,577支援の単位 （2020年（令和２）年７月１日現在）



令和３年度「放課後児童支援員認定資格研修及び子育て支援員研修の
受講促進のための映像教材の作成・周知一式」事業で制作しました。
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1. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
現状

2. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
目的及び役割

3. 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準の内容

4. 放課後児童クラブ運営指針

5. 放課後児童支援員認定資格研修の目的と方法





放課後児童クラブ運営指針の位置づけ

○市町村は、省令で定める基準を踏まえて条例で基準を定めなければならないことと
され、国において、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」を
策定し、全国的に一定水準の質の確保に向けた取組をより一層進めることとした。

○各市町村において策定される条例に基づき、放課後児童クラブが運営されることに
なるが、その運営の多様性を踏まえつつ、放課後児童クラブにおいて集団の中で
子どもに保障すべき生活環境や運営内容の水準を明確化し、事業の安定性及び
継続性を確保していくことが必要である。

○このため、「放課後児童クラブガイドライン」（2007（平成19）年策定）を見直し、
国として運営及び設備に関するより具体的な内容を定めた「放課後児童クラブ
運営指針」を策定することとした。



放課後児童クラブ運営指針策定の３つの視点
①運営実態の多様性を踏まえ、「最低基準」としてでは
なく、「望ましい方向に導いていくための全国的な標準
仕様」としての性格を明確化

②子どもの最善の利益を保障し、子どもにとって放課後
児童クラブが安心して過ごせる生活の場となるように、
その役割及び機能を適切に発揮できるような観点で整理

③子どもの発達過程や家庭環境なども考慮して、異なる
専門性を有して従事している放課後児童支援員等が
子どもとどのような視点で関わることが求められるのか
という共通の認識を得るために必要となる内容を充実

◎育成支援＝“子どもの健全な育成と遊び及び生活の支援”と定義

「放課後児童クラブの
設備及び運営に関す
る基準」と
「放課後児童クラブ運
営指針」に沿った一定
水準の質を確保した
放課後児童クラブの
全国展開を図る



○第１章 総則
－指針の趣旨、育成支援の基本的な考え方など

○第２章 事業の対象となる子どもの発達
－児童期の発達の特徴を３つの時期区分ごとに整理

○第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の内容
－育成支援を行うに当たっての援助の具体的な方法等

○第４章 放課後児童クラブの運営
－省令基準に基づく職員体制や集団の規模等の具体的な内容

○第５章 学校及び地域との関係
－連携に当たっての情報交換等の必要性や方法等

○第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策
－省令基準に基づく施設及び設備の環境整備等

○第７章 職場倫理及び事業内容の向上
－運営主体の責務と放課後児童支援員等の倫理意識の自覚等



・厚生労働省（2021）『改訂版放課後児童クラブ運営
指針解説書』フレーベル館



令和３年度「放課後児童支援員認定資格研修及び子育て支援員研修の
受講促進のための映像教材の作成・周知一式」事業で制作しました。
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1. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
現状

2. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の
目的及び役割

3. 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準の内容

4. 放課後児童クラブ運営指針

5. 放課後児童支援員認定資格研修の目的と方法





○制度改正に伴って、放課後児童クラブの専門的な職員を規定した。
○放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道
府県知事又は指定都市若しくは中核市長が行う研修を修了したものでなく
てはならない。（第10条第３項）

一 保育士の資格を有する者

二 社会福祉士の資格を有する者

三 高等学校卒業者等であって、二年以上児童福祉事業に従事したもの

四 教育職員免許状を有する者

五 大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又は
これらに相当する課程を修めて卒業した者

六～八 （略）

九 高等学校卒業者等であり、かつ、二年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した
者であって、市町村長が適当と認めたもの

十 五年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市町村長が適当と認めたもの



認定資格研修は、
○一定の知識及び技能を有すると考えられる基準第10条第３項の各号の
いずれかに該当する者等が、

○放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員として必要な知識及び
技能を補完し、

○新たに策定した省令基準（放課後児童健全育成事業の設備及び運営
に関する基準）及び放課後児童クラブ運営指針に基づく放課後児童支
援員としての役割及び育成支援の内容等の共通の理解を得るため、

○職務を遂行する上で必要最低限の知識及び技能の習得とそれを実践
する際の基本的な考え方や心得を認識してもらうことを目的として実施
するもの。



１．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の理解

①放課後児童健全育成事業の目的及び制度内容、 ②放課後児童健全育成事業の一般原則と権利擁護、
③子ども家庭福祉施策と放課後児童クラブ

２．子どもを理解するための基礎知識

④子どもの発達理解、 ⑤児童期（６歳～１２歳）の生活と発達、 ⑥障害のある子どもの理解、
⑦特に配慮を必要とする子どもの理解

３．放課後児童クラブにおける子どもの育成支援

⑧放課後児童クラブに通う子どもの育成支援、 ⑨子どもの遊びの理解と支援、
⑩障害のある子どもの育成支援

４．放課後児童クラブにおける保護者・学校・地域との連携・協力

⑪保護者との連携・協力と相談支援、 ⑫学校・地域との連携

５．放課後児童クラブにおける安全・安心への対応

⑬子どもの生活面における対応、 ⑭安全対策・緊急時対応

６．放課後児童支援員として求められる役割・機能
⑮放課後児童支援員の仕事内容、 ⑯放課後児童クラブの運営管理と運営主体の法令の遵守



・放課後児童支援員認定資格研修教材編集委員会
（2020）『放課後児童支援員都道府県認定資格研修
教材（第2版）』中央法規



令和３年度「放課後児童支援員認定資格研修及び子育て支援員研修の
受講促進のための映像教材の作成・周知一式」事業で制作しました。



1. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の現状

2. 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の目的及び役割

3. 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の内容

4. 放課後児童クラブ運営指針

5. 放課後児童支援員認定資格研修の目的と方法
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